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お話の構成

Ⅰ 変わる国際環境

Ⅱ 経済連携問題と食料･食品

Ⅲ 日本の食の歩みを振り返る

Ⅳ フードシステムの課題と展望
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変わる国際環境
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急騰した食料の国際価格（2007年･08年）

基準時 ピーク時

小麦 1.0（06年1月） 4.0（08年2月）

とうもろこし 1.0（06年1月） 3.6（08年6月）

米 1.0（06年1月） 3.5（08年5月）

大豆 1.0（06年1月） 2.8（08年7月）
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n 在庫の水準に連動して穀物価格が変動すること自
体は従来からも生じていた現象。今回の価格の高
騰、とくに2008年の状況は過去の相関関係から大
きく逸脱。指摘されているのは以下の要因。

○食料市場への投機的資金の流入

○燃料用の農産物需要の拡大

○小麦や米などの輸出禁止・輸出規制

価格高騰に拍車をかけた新たな要因
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一時は10億人を超えた栄養不足人口

資料：FAO「Food Insecurity in the World」
注：2015年の数値は世界食料サミット(1996年)における削減目標。

世界の栄養不足人口の推移世界の栄養不足人口の推移
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途上国に集中する栄養不足人口

世界の栄養不足人口の分布世界の栄養不足人口の分布

(単位：億人)

資料：FAO「Food Security Statistics」

2002-04年
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n 需給のひっ迫基調が見込まれる中長期のトレンド。
途上国とくに中国・インドといった人口大国の経済
成長により、飼料穀物や油糧大豆などの食料需要
が増加。

n 供給面では農地面積は横ばいないしは微減の状
態で、技術進歩による面積当たり収量の伸びも鈍
化。近年は人口の増加率が穀物生産の増加率を
上回る状況。

食料市場の中長期の見通しも懸念材料
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収量と耕地面積の増加率収量と耕地面積の増加率

資料：荏開津典生『農業経済学〔第3版〕』岩波書店（原データは「FAOSTAT」）と

国連人口部「World Population Prospects」。

供給力の伸びも鈍化

(単位： %/年 )

期間
穀物生産
増加率

単収
増加率

耕地面積
増加率

人口
増加率

1965-75 3.07 2.54 0.52  2.02

1975-85 2.25 2.16 0.08  1.72

1985-95 1.22 1.52 -0.28  1.61

1995-2005 1.00 1.26 -0.27 1.27

全期間 1.90 1.88 0.02  1.66
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経済連携問題と食料・食品
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一昨年秋以降の１年余りを振り返る

１０月 １日 菅首相の所信表明演説

１１月 ９日 「包括的経済連携に関する基本方針」閣議決定

１１月３０日 第１回食と農林漁業の再生実現会議

３月１１日 東日本大震災

６月１０日 再生実現会議再開

６月２５日 東日本大震災復興構想会議「復興への提言」

８月 ２日 再生実現会議「中間提言」

９月 ２日 野田政権発足

１０月２０日 再生実現会議「基本方針・行動計画」

１１月１１日 野田首相「交渉参加に向けて協議開始」を宣言
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先鋭化した対立の構図

n菅首相の所信表明演説をきっかけに、一挙に先鋭
化した農業・農政をめぐる意見対立。二重・三重の
対立の構図。農業界と経済界、農水省と経産省、
与党内の推進派と慎重派・反対派。新聞の論調に
も全国紙と地方紙で温度差。

n国としての基本方向の選択に関わるテーマである
にもかかわらず、いかにも唐突だったＴＰＰ（環太平
洋連携協定）交渉参加の検討方針の提起。緻密な
リサーチや戦略的な吟味が重ねられた形跡なし。
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冷静な議論の立て直しが必要

n社会の基本的なインフラである食料の安定供給を
担い、食品産業に安全で安心な素材を提供する日
本の農業。他方で、質の高い国産農産物に向かう
消費者の購買力の源泉は元気な日本の経済。

n互いを必要とする農業界と経済界。両者の不幸な
対立を解きほぐし、冷静な議論を組み立て直すこと
が急務。足下がぐらつく中では農政の立て直しや
強力な対外交渉も望み薄。
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冷静な議論の立て直しが必要（続き）

n TPPまっしぐらの路線は、TPP交渉自体の基盤の
劣化につながる点に留意が必要。対抗戦略を持つ
ことが交渉ごとの基本。日中韓FTAやASEAN＋６
の動きなど、今後とも流動的な経済連携問題をめ
ぐる情勢。

n誤報や極端な観測が飛び交う不幸な状態。経済連
携のタイプごとに蓋然性の高い見通しと対策の実
現可能性を精査することが重要。具体策の検討を
先送りしたうえに、判断ミスを犯したウルグアイラウ
ンド農業交渉。
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農業への影響について

n経済連携のタイプと参加国によって国内農業への
影響にも違い。ＴＰＰの場合、米国とベトナムの米
について日本向け品種の潜在供給力に留意する
必要はあるが、間違いなく焦点となるのは乳製品
や小麦・砂糖などの畑作品目。

n コストダウンの余地が大きく、品質面での優位性の
強い米。ヨーロッパ水準の農業経営に成長してい
る酪農や北海道中心の畑作の場合、大幅なコスト
ダウンは難しく、品質面の差異化も困難。
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コストダウンの余地の大きい稲作

平均費用(単位：円/60kg)
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資料：農林水産省「米及び麦類の生産費」

注）平均費用は資本利子・地代全額算入生産費.

図２ 稲作の規模と平均費用（２００８年度）稲作の規模と平均費用(２００８年度)稲作の規模と平均費用(２００８年度)



搾乳牛40頭規模に達している酪農
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関連産業への影響について

n乳製品向け生乳や小麦・ビート・サトウキビなど、加
工仕向けの農産物の場合、関税率の引き下げは
当該農産物の生産者だけでなく、関連する食品産
業にも複雑に影響。

n国内の農産物の価格の引き下げで食品産業の国
産素材志向が高まる可能性がある反面、より安価
な加工品や調整品の輸入によって食品産業自体
が深刻な影響を受ける可能性も。
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日本の食の歩みを振り返る
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低下し続けた日本の食料自給率
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１人１年当たり供給純食料の推移１人１年当たり供給純食料の推移

資料：農林水産省「食料需給表」

(単位：kg)

大きく変わった日本の食生活

2005年度

1955年度

米 110.7 111.7 88.0 74.6 67.8 61.4 0.55

小 麦 25.1 29.0 31.5 31.7 32.8 31.7 1.26

いも類 43.6 21.3 16.0 18.6 20.7 19.7 0.45

でんぷん 4.6 8.3 7.5 14.1 15.6 17.5 3.80

豆 類 9.4 9.5 9.4 9.0 8.8 9.3 0.99

野 菜 82.3 108.2 109.4 110.8 105.8 96.3 1.17

果 実 12.3 28.5 42.5 38.2 42.2 43.1 3.50

肉 類 3.2 9.2 17.9 22.9 28.5 28.5 8.91

鶏 卵 3.7 11.3 13.7 14.5 17.2 16.6 4.49

牛乳・乳製品 12.1 37.5 53.6 70.6 91.2 91.8 7.59

魚介類 26.3 28.1 34.9 35.3 39.3 34.6 1.32

砂糖類 12.3 18.7 25.1 22.0 21.2 19.9 1.62

油脂類 2.7 6.3 10.9 14.0 14.6 14.6 5.41

2005年 度 1955 1965 1975 1985 1995
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資料：農林水産省「農林水産業生産指数」

健闘する農業・後退する農業

農業生産指数の推移と自給率農業生産指数の推移と自給率

注：各期間における指数の平均値(1960-64年=100)。

総 合 米 麦 類 豆 類 いも類 野 菜 果 実 畜産物

1960-64年 100 100 100 100 100 100 100 100

1965-69年 117 107 78 73 82 123 142 151

1970-74年 120 94 27 64 60 135 184 205

1975-79年 129 99 25 49 59 141 206 241

1980-84年 129 84 44 49 63 145 199 280

1985-89年 134 87 55 57 70 147 194 307

1990-94年 128 81 38 40 63 137 172 313

1995-99年 122 79 28 38 58 129 161 297

2000-04年 115 70 40 46 53 121 150 286

2005年自給率 68 95 12 7 81 79 41 66
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n 1980年代半ばまでの食料自給率の低下は、主と
して食生活の変化とこれを支えた飼料や大豆の
大量輸入によって生じた現象。経済成長に伴う
所得の伸びとともに畜産物や油脂の消費量が顕
著に増加。

n 総体としてみれば､昭和時代の農業生産は拡大
基調を持続。ただし、自給率の高いコメといも
類の消費量は早くから減少。

食生活の変化と食料自給率
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n 1980年代後半以降、食生活の変化のスピードが
鈍化するとともに、農業生産の衰退傾向が明瞭
に。平成時代の食料自給率低下の主たる要因は
農業生産の縮小。経済成長のもとで健闘してき
た畜産や果樹・野菜についても、近年は需要の
伸び悩みや増加する輸入農産物のもとで、生産
は停滞から縮小傾向に。

農業生産の縮小と食料自給率
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n カロリーのないレタスにも経済的な価値。野菜
は近年でも８割に近い自給率を維持。

n 同じ品目でも国産品を消費者が高く評価する
ケース。例えばオージービーフに対する和牛。

n 飼料の自給率計算上の扱いの違い。熱量自給率
を引き下げる中小家畜の国内生産。

高い生産額自給率は日本農業の強さを反映
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成熟時代のフードシステム

n農業や水産業の生産物が、市場経由でそのまま
のかたちで消費者に届けられるルートは次第に限
定的に。素材産業と消費者のあいだに食品製造業
･食品流通業･外食産業が幾重にも介在するルート
が主流に。

n フードシステムとは、食料・食品の生産から消費
までの流れを、川上の農業・水産業、川中の食
品製造業・食品卸売業、川下の食品小売業・外
食産業を経て、消費者に至る総合的なシステム
として把握した概念。
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５．８兆円

０．７兆円

現代日本のフードシステム:全体像

農産物・水産物の生産から食品の最終消費に至る流れ（２００５年）農産物・水産物の生産から食品の最終消費に至る流れ（２００５年）

農産物・水産物 ３．０兆円

０．３兆円

飲食費の最終消費
７３．６兆円（１００％）

生鮮品等
１３．５兆円
（１８．４％）

加工品
３９．１兆円
（５３．２％）

外食
２０．９兆円
（２８．５％）

直接消費向け

加工向け

１次加工品の輸入

最終製品の輸入

外食向け

国内生産
９．４兆円

生鮮品の輸入
１．２兆円

１．４兆円

３．９兆円

０．６兆円

０．１兆円

資料：総務省ほか「平成１７年産業連関表」を基にした農林水産省の試算
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素材産業に帰属する価値は２割以下

資料：『食料・農業・農村白書参考統計表（平成２２年版）』による。原データは総務省ほ
か「産業連関表」から農林水産省試算。

最終消費された飲食費の帰属割合最終消費された飲食費の帰属割合
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1980年 1990年 2000年 2005年
農 ・ 水 産 物
うち国産
うち輸入

輸入加工品

食品製造業

外 食 産 業

食品流通業

28.7
25.7

3.0
4.2

24.2
15.6
27.2

20.3
18.7

1.6
5.7

28.0
16.9
29.0

14.8
13.3

1.5
5.8

27.3
18.2
33.9

14.5
12.8

1.6
7.1

26.1
17.9
34.4

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

（単位：％）



資料：時子山ひろみ・荏開津典生『フードシステムの経済学：第４版』

日本のフードシステム:雇用機会として

フードシステムの就業者数とその構成フードシステムの就業者数とその構成

（単位：％・万人）

1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年

66.0 48.1 37.3 33.2 28.5 28.5

34.0 51.9 62.7 66.7 71.5 71.5

7.1 9.3 12.0 12.3 12.7 12.2
16.3 24.1 28.9 31.1 34.0 34.5

卸売 3.5 5.7 6.8 n.a. 7.0 6.6

小売 12.8 18.4 22.1 n.a. 26.9 27.9
10.6 18.5 21.9 23.3 24.9 24.8

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1496 1239 1153 1172 1124 1087

食品流通業

飲食店
構成比

就業者数
合計

農水産業

食品産業
食品工業

29



フードシステムの発達と食と農の距離

n 食料輸入の増加とともにフードシステムの国際
化が進展し、食料・食品の輸送距離が長大化。
外食や中食の利用頻度の高まりとともに、素材
生産と最終消費のあいだに加工・流通・外食の
企業や組織が多数介在することに。産業連関論
的な意味でも距離が拡大。

n 輸送距離や産業連関論的な距離の拡大とともに、
供給側と消費者のあいだで顕著になった情報の
非対称。情報の咀嚼力にも大きなギャップ。
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フードシステムの課題と展望
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n 協働で日本の食を支える素材産業と食品産業。
象徴的な仕組みがトレーサビリティシステム。
食の安全の確保には、フードシステムを構成す
る企業と組織がもれなく高水準の取り組みを行
うことが不可欠。一種の最小律が存在。

n 消費者の満足度、とくに食品の価格水準につい
ては、農業の川下に位置する加工･流通･外食の
パフォーマンスに大きく左右される構造。

(１)素材産業と食品産業の連携
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n 2009年の農地法等の改正によって、農地を借り
るかたちであれば、一般の企業の農業参入はど
の地域であっても可能に。参入企業の中心は農
業との親和性の強い食品産業と建設業。

n 農業経営にとっても、川下の食品産業（加工･
流通･外食）や併行して流れる産業（観光･体
験･交流）への多角化は、経営の厚みを増す戦
略としても重要。多角化をリードしているのは
法人経営。

(１)素材産業と食品産業の連携(続き)
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（１）素材産業と食品産業の連携(続き)

n法人経営の農業は、家族経営に比べて多くの従業
員を擁することから、加工や販売の領域でパワー
を発揮する人材を確保・育成しやすい点に強み。
複数の家族によって加工や販売に取り組むユニー
クな農業経営も。

n農産物を加工することには、加工による付加価値
を確保するだけでなく、小分け包装と情報の添付
によって、農産物を生産者みずからが値決めでき
る製品に変えるという意味も。
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（２）深化する環境保全の取り組み

n日本のフードシステムの強みは高品質の製品を生
み出す伝統の力。これからの食品については、製
品自体の品質に加えて、生産工程の品質のレベル
も問われることに。生産工程の品質の象徴が環境
保全型農業の実践。

n環境保全型農業に向けた取り組みには、経済的な
インセンティブの付与、食料増産と環境保全のトレ
ードオフに挑戦する技術開発、情報発信による消
費者行動への働きかけの3領域。食品残渣のリユ
ース･リサイクルもフードシステムの重要な要素に。
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（２）深化する環境保全の取り組み(続き)

n欧米では1980年代半ば以降に農業環境政策が本
格化。当初の制度的な枠組みのもとでは、環境保
全型農業に助成。その後のEUでは、環境への一
定の配慮を事実上義務づけるとともに、優れた取り
組みに助成する二段構えの枠組みに移行。

n日本においても、家畜排せつ物法と持続農業法の
制定(いずれも1999年)や農業環境規範の策定を
掲げた第2回の食料･農業･農村基本計画(2005年)
などによって農業環境政策が始動。施策の体系性
や深度には課題も。
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（２）深化する環境保全の取り組み(続き)

n農業のみならずフードシステム全体を環境保全型
に転換する取り組みについては、技術開発の貢献
にも大きな期待。食料増産と環境保全のあいだに
はしばしば強いトレードオフ関係。

n モンスーンアジアの湿潤な気候下にある点や危険
水域に入った食料自給力のもとでは、食料増産と
環境保全の二兎を追うことが不可欠。農業の粗放
化が過剰問題の解決につながった面のあるEUと
は異なる問題状況。
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（２）深化する環境保全の取り組み(続き)

n環境保全型農業をはじめ、生産工程の優れた品質
を消費者に的確に伝える情報技術の巧拙も農業経
営を大きく左右。安全・安心に関わる属性、栄養素
や機能性に関する属性など、消費者が食品に求め
る情報の範囲は著しく拡大。

n経験財（消費体験によって品物の中身がわかる商
品）の典型と考えられていた食品についても、信用
財（消費体験だけでは消費者が真の品質を知るこ
とができない商品）としての側面が強まる傾向。
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（３）成熟時代のフードシステム

n大量生産･大量消費の成長経済は過去のものに。
各人が各人のライフスタイルを選び取る成熟社会
に次第に移行。長大化したフードシステムだけでな
く、地場の伝統を大切にする食の拡がりや生産者
の思いへの共感に支えられる食の拡がりも。

n日本の食品産業にはふたつの強み。ひとつは素材
生産のフィールドである農村や漁村に近接している
こと。もうひとつは長年にわたって消費者の高い鑑
識眼に鍛えられてきたこと。
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（３）成熟時代のフードシステム(続き)

n農耕景観や伝統文化の継承など、農業の多面的
機能が日本やヨーロッパで高い関心を呼んでい
る背景にあるのは、地域に多くの非農家住民を
擁し、地域外から多くの訪問者を受け入れる農
村空間の構造。

n農業用水路には歴史教材としての価値も。用水
路の親水機能は、近隣に多くの非農家住民が居
住し、都市住民も容易にアクセスできる日本の
農村の特徴。
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【参考】農村空間の構造には日欧に共通点

アクセスの空間

産業利用の空間コミュニティの空間

農村空間の構造：
日本やヨーロッパ
農村空間の構造：
日本やヨーロッパ

農村の存立構造という点で、日本とヨーロッパの国々
には共通項。自然の産業的利用の空間、アクセス可能で
人々がエンジョイできる自然空間、さらには非農家住民
も含んだコミュニティを支える居住環境としての空間が
重なり合う構造。
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合衆国や豪州のような歴史の浅い国では、自然資源が
なお豊富なこともあって、自然の産業的利用の空間であ
る農場と、国民のアクセスの対象としての自然空間（典
型的には国立公園）は概して分離されて存在。日常的な
交流の場も、農場からは距離のある小さな町にあるのが
普通。

アクセスの空間

コミュニティの空間 産業利用の空間

農村空間の構造：
合衆国や豪州
農村空間の構造：
合衆国や豪州

【参考】アメリカやオーストラリアでは？
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n 食文化に共通項の多い東アジアでは、購買力の
上昇に伴って、得意とする食品が相互に行き交
う食のネットワークの形成に現実味。経済成長
とともに、日本と他のアジアの国々の農業の競
争力は次第に接近。途上国段階のアジアの農業
競争力を支えてきたのは安価な賃金。

n 今後は、一面ではお互いに顧客であり、一面で
は世界からの食料調達をめぐるライバルでもあ
る関係が深化。世界の食料需給を左右する大き
な要因が、アジアの食と農の動向。

(４)アジアに生きる日本の食料･食品
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(単位：億円)

(４)アジアに生きる日本の食料･食品(続き)

近年の農林水産物輸出額の推移近年の農林水産物輸出額の推移 農林水産物の輸出先(２００８年)農林水産物の輸出先(２００８年)

資料：財務省「貿易統計」

資料：財務省「貿易統計」
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農産物 林産物 水産物 計

２０００年 1,363 79 909 2,351 

２００１年 1,466 70 978 2,514 

２００２年 1,646 80 1,033 2,759 

２００３年 1,588 90 1,111 2,789 

２００４年 1,658 88 1,207 2,954 

２００５年 1,772 92 1,448 3,310 

２００６年 1,946 90 1,703 3,739 

２００７年 2,220 104 2,013 4,337 

２００８年 2,437 118 1,757 4,312 

２００９年 2,217 93 1,533 3,843 

２０１０年 2,417 106 1,773 4,297 

香港 18%

米国 17%

韓国 11%

台湾 11%

中国 10%

タイ 6%

EU 5%

ベトナム 3%

シンガポール 3%

その他 16%



(４)アジアに生きる日本の食料･食品(続き）

n海外の多くの消費者にとって、原発事故は福島周
辺だけの問題ではなく、オールジャパンの問題。残
念ながら、大きく損なわれた日本の農産物の安全
性に対する信認。

n厳しい鑑識眼で定評のある日本の消費者が心を
込めて冷静に国産の農産物・水産物を購入するこ
とが、海外の消費者に向けたもっとも効果的なメッ
セージ。

45



ご清聴ありがとうございました。
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